
H31 R2 R3

 1 保健福祉ガイドブックの発行 A A A

 2 周知方法の検討 C B B

 3 民生委員・児童委員活動への支援 A B A

 4 地区社会福祉協議会での相談窓口設置の推進 A A A

相談内容に応じた連携
体制の整備

 5 庁内の横断的な連携体制の推進 B B B

 1 保健福祉ガイドブックの発行（再掲） A A A

 2 周知方法の検討（再掲） C B B

 6 地域ぐるみネットワーク会議等の開催 B B B

 7 高齢者の地域ケア会議の運営 B B B

 8 地域ぐるみ福祉ネットワーク事業補助金の交付 A B B

 9 地域福祉にかかる地区担当職員の配置 D D C

10 市民大学校のプログラムの充実・周知 A D A

11 各種ボランティア養成講座の開催 B C B

12 地域ぐるみネットワーク会議への参加促進 B C B

13 高齢者見守り事業への参加促進 A A A

新たなサービスや活動
の開発支援

14 新たなサービス実現への支援 A C C

15 多職種連携研修の実施 A D A

 7 高齢者の地域ケア会議の運営（再掲） B B B

16 社会福祉協議会運営支援補助金の交付 A A A

17 日常生活支援総合事業の委託 B C C

 8 地域ぐるみ福祉ネットワーク事業補助金の交付(再掲) A B B

18 地区社会福祉協議会への活動支援補助金の交付 A A A

19 サロンの代表者会議の開催 A D D

20 しろい市民まちづくりサポートセンターの機能強化 B B B

21 市民団体活動支援補助金による助成 A A A

 9 地域福祉にかかる地区担当職員の配置(再掲) D D C

22 生活支援コーディネーターの配置 A B A

11 各種ボランティア養成講座の開催(再掲) B C B

23 市民向けコーディネート講座の開催 B B B

10 市民大学校のプログラムの充実・周知(再掲) A D A

 6 地域ぐるみネットワーク会議等の開催(再掲) A B B

24 子育て世代包括支援センターの設置 B A

25 小学校区ごとの意見交換会等の開催 B C B

26 モデル小学校区によるまちづくり協議会の支援 A B B

27 既存地域ぐるみネットワーク会議との調整 B D D

白井市第２次地域福祉計画「地域福祉に関する施策」にかかる主な取組の評価 (H31～R3)

評価の凡例　　A:順調に進んでいる、B:概ね進んでいる、C:一部遅れがある、D:未実施

基本方針 施策 事業名 取組項目
評価
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（1）
地域にお
ける福祉
サービス
の適切な
利用の促
進

①相談支援体制
の整備

既存窓口の周知・利
用促進

身近な相談窓口の設
置

②わかりやすい
福祉情報の提
供・共有

福祉サービス・施設
の情報提供

福祉課題・情報の共
有

③必要なサービ
スが提供される
しくみづくり

地域福祉の活動拠点
整備

福祉人材資質向上の
推進

（２）
社会福祉
事業の健
全な発達
の促進

①地域福祉サー
ビスの参入促進

民間サービス事業者
の参入促進

②福祉・保健・医
療と生活関連分野
との連携強化

福祉・保健・医療事
業者の連携強化の支
援

③社会福祉協議
会等との連携強
化

社会福祉協議会への
支援

地区社会福祉協議会
への支援

（3）
地域福祉
活動への
市民参加
の促進

①NPO法人・ボ
ランティア団体
の活性化支援

市民団体等の育成支
援や多様な交流の機
会の充実

②地域福祉を担
う人材の育成・
確保

地域福祉コーディ
ネーターの養成・配
置

人材育成のための講
座の充実

③地域福祉に関
する協力連携の
拡充

地域連携体制の構築

まちづくり協議会設
立への支援
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白井市第２次地域福祉計画「地域福祉に関する施策」にかかる主な取組の評価 (H31～R3)

評価の凡例　　A:順調に進んでいる、B:概ね進んでいる、C:一部遅れがある、D:未実施

基本方針 施策 事業名 取組項目
評価

28 防災倉庫や備蓄物資の点検、情報提供 A A A

29 防災マップや防災マニュアルの整備、情報提供 A A A

30 要支援者情報の活用手法の周知、登録促進 B A A

31 要支援者情報の共有、活用 C C B

32 避難支援プラン(個別計画)の策定 A A C

33 救急医療情報キットの配布 A B B

34 救命救急講習の受講促進 B D B

11 ボランティア養成講座の開催(再掲) B C B

35 避難訓練の実施 D D D

36 地域防災体制の支援 D D D

37 庁内連携体制の推進 A A A

38 地域団体との連携 D D C

39 生活困窮者の複合的な課題を包括的に対応する窓口の
設置

A A A

40 住宅確保給付金による支援 A A A

41 就労支援対策の推進 A A A

42 学習・生活支援体制の確立 D D C

43 教育相談の実施 A A A

42 学習・生活支援体制の確立(再掲) D D C

44 学童保育施設の適切なサービスの提供 A A A

45 放課後子ども教室の運営 B C A

避難支援プラン（個
別計画）の策定

③避難行動要支
援者に対する実
地避難訓練の実
施

緊急時の援護可能な
人材の拡充

避難支援訓練の実施

R3評価(54項目中)　A：22項目、B：20項目、C：8項目、D：4項目

R2評価からの変化(54項目中)
　良好　(A→A、B→A、C→A、D→A)：22項目
　変化なし・一部改善　(B→B、C→B、C→C、D→A、,D→B、D→C)：27項目
　評価低下・未実施　(A→C、D→D)：5項目

（５）
生活困窮
者に対す
る支援

①生活困窮者の早
期発見と早期支援
の体制づくり

庁内各課との連携体
制の構築

②自立支援対策
の充実

自立支援相談の実施

③子どもや若者
に対する支援の
充実

子どもの学習・生活
支援体制づくりの実
施

子どもの居場所づく
りの支援
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（４）
避難行動
要支援者
に対する
支援

①避難行動要支
援者の避難支援
体制の確立

避難支援体制の整備

②避難行動要支
援者情報の適切
な活用

避難行動要支援者名
簿の共有


